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道 人 事 委 員 会 規 則

北海道人事委員会の権限に属する事務の議決及び委任に関する規則の一部を改正する規則
をここに公布する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則

北海道人事委員会規則２－４８

北海道人事委員会の権限に属する事務の議決及び委任に関する規則の一部を改正する
規則

北海道人事委員会の権限に属する事務の議決及び委任に関する規則（北海道人事委員会規
則２－４５）の一部を次のように改正する。
別表第２共通事項第１１号中「振替等」の次に「、時間外勤務代休時間の指定」を加える。
附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

北海道地方警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公
布する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１２０５

北海道地方警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則
北海道地方警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－２９）
の一部を次のように改正する。
第２条第１項第１号中「警察署に勤務する職員が行う作業及び警察本部又は方面本部に勤
務する」を削り、同条第２項中「第３条第１項第７号」を「第３条第１項第６号」に改める。
第３条第１項第１号中「１万１，７６０円」を「５６０円」に改め、同項第２号中「５，８５０円」を
「２８０円」に改め、同項第３号中「高速道路交通警察隊に勤務する職員が」を削り、「１万
７，６４０円」を「８４０円（当該作業に従事した時間帯の全部又は一部が日没時から日出時までの
間である場合にあっては、１，２６０円）」に改め、同項第４号中「１万１，７６０円」を「５６０円
（当該作業に従事した時間帯の全部又は一部が日没時から日出時までの間である場合にあっ
ては、８４０円）」に改め、同項第５号中「１万１，７６０円」を「５６０円」に改め、同項第６号中
「６，４４０円」を「２８０円」に改め、同項第７号中「１万１，７６０円」を「５６０円」に改め、同項第
８号中「８，８２０円」を「４２０円」に改め、同項第９号を削り、同項第１０号中「第３条第１項第
７号」を「第３条第１項第６号」に、「７，１４０円」を「３４０円」に改め、同号を同項第９号と
し、同条第２項を次のように改める。
２ 同一の日において、条例第３条第１項各号に掲げる作業のうち、２以上の作業に従事し
た場合における作業手当の支給は、次に定めるところによる。
� 同一の日において従事した条例第３条第１項各号に掲げる作業に係る前項各号に定め
る額がいずれも同額である場合は、当該作業に係る作業手当のうちいずれか１の作業手
当のみを支給する。

� 同一の日において従事した条例第３条第１項各号に掲げる作業に係る前項各号に定め
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る額が異なることとなる場合は、当該額が最も高い作業に係る作業手当のみを支給する。
第３条第３項及び第４項を削る。
第４条を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項を加える。
条例第３条の３第１項第２号に規定する人事委員会規則で定めるものは、検視官である
職員が行う検視作業とする。
第５条の２第１項中「北海道警察」を「都道府県警察」に改める。
第５条の４中「第７条の４第１項第２号」を「第７条の３第１項第２号」に改める。
第６条中「第７条の６」を「第７条の５」に改める。
第６条の２中「第７条の７」を「第７条の６」に改める。
第６条の３中「第７条の８」を「第７条の７」に改める。
第６条の４第１項中「第７条の９第１項」を「第７条の８第１項」に改め、同条第２項中
「第７条の９第２項」を「第７条の８第２項」に改める。
第６条の５を次のように改める。
（支給の調整）
第６条の５ 警衛警護手当、海外犯罪情報収集作業手当又は銃器犯罪捜査従事手当の支給を
受ける者が、これらの手当の支給を受けるべき業務に従事した日において作業手当の支給
を受けるべき業務に従事した場合においては、同日に係る作業手当は支給しないものとす
る。ただし、この規定により支給されないこととなる作業手当の額（条例第３条第１項各
号に掲げる作業に応じ、第３条第１項各号に定める額をいう。）が当該警衛警護手当、海
外犯罪情報収集作業手当又は銃器犯罪捜査従事手当の額を超えるときは、作業手当を支給
し、警衛警護手当、海外犯罪情報収集作業手当又は銃器犯罪捜査従事手当は支給しないも
のとする。
別記様式その１中「その１」を削り、同様式備考１中「（作業手当を除く。）」を削り、
同様式備考２中「第７条の４第１項」を「第７条の３第１項」に改め、「規則」の次に「第
３条第１項及び」を加え、同様式備考３中「第７条の４第３項」を「第７条の３第３項」に、
「第４条」を「第４条第２項」に改め、同様式その２の１及びその２の２を削る。

附 則

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。
２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の北海道地方警察職員の特殊勤務手当
の支給に関する規則の規定に基づいて作成されている特殊勤務手当実績簿（別記様式その
１に限る。）の用紙がある場合においては、この規則による改正後の北海道地方警察職員
の特殊勤務手当の支給に関する規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することを妨げ
ない。

船員等の旅費の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２２年３月３１日
北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則

北海道人事委員会規則７－１２０６

船員等の旅費の支給に関する規則の一部を改正する規則
船員等の旅費の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－８５）の一部を次のように改
正する。
別表第２を次のように改める。
別表第２（第４条関係）

船 員 食 卓 料

種 類 所 属 船 舶 船 員 第１区及び定係港内 第２区、第３区及び第４区

第１種 水産林務部水産局漁業管理
課に所属する漁業取締船の
船員等 １，０８２円

別に定める。実習船管理局に所属する水
産実習船の船員等

第２種 警察署に所属する警備艇の
船員等

６６４円
（定係港内巡視に係
る場合には、２２２円）

備考 第１種適用者の「第１区及び定係港内」に係る船員食卓料については、食料積込料
等附帯費として、船員食卓料定額に７０円を加算する。
附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

北海道職員等の日額旅費の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１２０７

北海道職員等の日額旅費の支給に関する規則の一部を改正する規則
北海道職員等の日額旅費の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－１８０）の一部を
次のように改正する。
第３条中「支庁、土木現業所」を「総合振興局、振興局」に改める。
附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。
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給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１２０８

給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則
給料の調整額に関する規則（北海道人事委員会規則７－１８８）の一部を次のように改正す
る。
別表第１北海道保健福祉部医務薬務課の項中「北海道保健福祉部医務薬務課」を「北海道
保健福祉部医療政策局医療薬務課」に改め、同表保健福祉事務所の項中「保健福祉事務所」
を「総合振興局及び振興局の保健環境部」に改め、同表肢体不自由児総合療育センターの項
中「看護師長」の次に「、副看護師長」を加える。

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

給与の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１２０９

給与の支給に関する規則の一部を改正する規則
給与の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－２８０）の一部を次のように改正する。
第１３条第１項中「北海道人事委員会規則１３－４２」の次に「。以下「道職員勤務時間等規
則」という。」を、「北海道人事委員会規則１３－４３」の次に「。以下「学校職員勤務時間等
規則」という。」を、「含む」の次に「。以下学校職員勤務時間等規則の規定について規定
する場合において同じ」を加える。
第１５条第１項中「場合」の次に「及び道職員給与条例第１４条第４項、学校職員給与条例第

１４条第４項又は警察職員給与条例第１６条第４項の規定によりこれらの規定に規定する割振り
変更前の勤務時間を超える時間に係る時間外勤務手当を支給する場合」を加え、「時間外勤
務、休日勤務及び夜間勤務命令簿」を「時間外勤務等命令簿（週外振替整理簿）」に改め、
同条第２項中「前項の」を「道職員給与条例第１４条、学校職員給与条例第１４条又は警察職員
給与条例第１６条の規定の適用がある」に改め、「その」及び「実際に勤務した時間及び」を
削り、「支給額」を「算出の基礎となる事項、支給額等」に、「時間外勤務手当、休日勤務
手当及び夜間勤務手当整理簿」を「時間外勤務手当等整理簿」に改め、同項後段を削る。
第１６条の３中「第１５条第１項」の次に「若しくは第２３条第３項又は一般職の任期付職員の
採用等に関する条例（平成１４年北海道条例第６７号。以下「任期付職員条例」という。）第１０
条第３項」を、「第１５条第２項」の次に「若しくは第２３条第４項又は任期付職員条例第１０条

第４項」を、「第１５条第３項」の次に「若しくは第２３条第５項又は任期付職員条例第１０条第
５項」を加える。
第１６条の４第１号中「再任用短時間勤務職員（以下この条において「再任用短時間勤務職
員」という。）及び」を「再任用短時間勤務職員、」に、「育児短時間勤務職員等（以下こ
の条において「育児短時間勤務職員等」を「育児短時間勤務職員等、育児休業条例第１９条第
２号に規定する短時間勤務職員及び任期付職員条例第８条第１項に規定する任期付短時間勤
務職員（以下「再任用短時間勤務職員等」に改め、同条第２号及び第３号中「再任用短時間
勤務職員及び育児短時間勤務職員等」を「再任用短時間勤務職員等」に改め、同条の次に次
の２条を加える。
（６０時間超過時間から除く勤務の時間）
第１６条の５ 道職員給与条例第１４条第４項、学校職員給与条例第１４条第４項及び警察職員給
与条例第１６条第４項に規定する週休日における勤務のうち人事委員会規則で定めるものは、
次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める日における勤務とする。
� 正規の勤務時間（道職員勤務時間等条例第９条第１項及び学校職員勤務時間等条例第
９条第１項に規定する正規の勤務時間をいう。次号において同じ。）外に勤務した月に
おいてその期間の全部を道職員勤務時間等条例第３条第１項又は学校職員勤務時間等条
例第４条第１項の規定の適用を受ける職員として勤務した者（人事委員会が定める職員
を除く。） 次に掲げる日
ア 当該月における日曜日
イ 当該月における週休日の振替（道職員勤務時間等規則第３条第２項及び学校職員勤
務時間等規則第３条第２項に規定する週休日の振替をいい、勤務時間を割り振る日が
日曜日であるものに限る。）により週休日（道職員勤務時間等条例第３条第１項及び
学校職員勤務時間等条例第４条第１項に規定する週休日をいう。以下同じ。）に変更
された日

� 正規の勤務時間外に勤務した月においてその期間の全部を道職員勤務時間等条例第４
条第１項若しくは第８条第２項又は学校職員勤務時間等条例第５条第１項の規定の適用
を受ける職員として勤務した者（当該月における週休日（道職員勤務時間等条例第４条
若しくは第８条又は学校職員勤務時間等条例第５条の規定により週休日とされた日に限
る。以下「原週休日」という。）の日数が当該月における日曜日の日数に満たない職員
その他人事委員会が定める職員を除く。） 次に掲げる日
ア 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める日
� 当該月における日曜日の日数が４である場合 当該月における最初の原週休日か
ら、当該原週休日から数えて４番目の原週休日までの間の原週休日

� 当該月における日曜日の日数が５である場合 当該月における最初の原週休日か
ら、当該原週休日から数えて５番目の原週休日までの間の原週休日
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イ 当該月における週休日の振替（道職員勤務時間等規則第３条第２項及び学校職員勤
務時間等規則第３条第２項に規定する週休日の振替をいい、勤務時間を割り振る日が
次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める日であるものに限る。）により週休
日に変更された日
� 当該勤務時間を割り振る日の属する月における日曜日の日数が４である場合 当
該月における最初の原週休日から、当該原週休日から数えて４番目の原週休日まで
の間の原週休日

� 当該勤務時間を割り振る日の属する月における日曜日の日数が５である場合 当
該月における最初の原週休日から、当該原週休日から数えて５番目の原週休日まで
の間の原週休日

� 前２号に掲げる職員以外の職員 前２号に掲げる職員との権衡を考慮して人事委員会
が定める日

２ 道職員給与条例第１４条第４項、学校職員給与条例第１４条第４項及び警察職員給与条例第
１６条第４項に規定する割振り変更前の勤務時間を超えてした勤務の時間のうち人事委員会
規則で定めるものは、次に掲げる時間とする。
� 前条第１号に掲げる時間
� 再任用短時間勤務職員等が割振り変更前の勤務時間を超えてした勤務の時間のうち、
１週間の勤務時間が３８時間４５分を超えないこととなった場合における当該勤務の時間

� 再任用短時間勤務職員等が割振り変更前の勤務時間を超えてした勤務の時間のうち、
１週間の勤務時間が３８時間４５分を超えることとなった場合における前条第２号及び第３
号に掲げる時間
（時間外勤務代休時間を指定された場合に支給することを要しない時間外勤務手当）
第１６条の６ 道職員給与条例第１４条第５項、学校職員給与条例第１４条第５項及び警察職員給
与条例第１６条第５項に規定する人事委員会規則で定める割合は、１００分の２５とする。
第１７条第１項中「年末年始の休日等」の次に「、道職員勤務時間等条例第９条の２第１項
若しくは学校職員勤務時間等条例第９条の２第１項の規定により割り振られた勤務時間の全
部について時間外勤務代休時間（これらの規定に規定する時間外勤務代休時間をいう。以下
同じ。）を指定された日」を加える。
第１９条の前に見出しとして「（時間外勤務手当等の支給方法等）」を付し、同条中「支給
日まで」を「支給日」に、「できる」を「できるものとし、職員が退職し、又は死亡した場
合には、退職し、又は死亡した日までの分をその際支給することができるものとする」に改
め、同条に次の１項を加える。

２ 職員が道職員勤務時間等条例第９条の２第１項又は学校職員勤務時間等条例第９条の２
第１項の規定により指定された時間外勤務代休時間に勤務した場合において支給する当該
時間外勤務代休時間の指定に代えられた時間外勤務手当の支給に係る時間外勤務手当に対
する前項の規定の適用については、同項中「次の」とあるのは、「道職員勤務時間等条例
第９条の２第１項又は学校職員勤務時間等条例第９条の２第１項の規定により時間外勤務
代休時間が指定された日の属する給与期間の次の」とする。
第２０条中「前８条」を「第１５条から前条まで」に、「の支給方法については、給料の支給
方法に準ずる」を「に関し必要な事項は、人事委員会が定める」に改める。
第２２条の２第１項中「、学校職員給与条例第１８条及び警察職員給与条例第２１条」を削り、
「次に掲げる」を「北海道職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３１年北海道条例第６６号）
第１４条、第１４条の３から第１４条の５まで、第２５条、第２７条及び第２９条に規定する」に改め、
同項各号を削り、同条第２項第３号中「、学校職員給与条例第１８条及び警察職員給与条例第
２１条」を削る。
第２９条の８第１項第１号中「１００分の８６以上１００分の１４５以下」を「１００分の８２．５以上１００分
の１４０以下」に、「６月に支給する場合においては１００分の１１１以上１００分の１８５以下、１２月に
支給する場合においては１００分の１１７以上１００分の１９５以下」を「１００分の１０７．５以上１００分の１８０
以下」に改め、同項第２号中「１００分の７８．５以上１００分の８６未満」を「１００分の７５．５以上１００分
の８２．５未満」に、「６月に支給する場合においては１００分の１０１以上１００分の１１１未満、１２月に
支給する場合においては１００分の１０６．５以上１００分の１１７未満」を「１００分の９８以上１００分の
１０７．５未満」に改め、同項第３号中「１００分の７１」を「１００分の６８．５」に、「６月に支給する
場合においては１００分の９１、１２月に支給する場合においては１００分の９６」を「１００分の８８．５」
に改め、同項第４号中「１００分の７１未満」を「１００分の６８．５未満」に、「６月に支給する場合
においては１００分の９１未満、１２月に支給する場合においては１００分の９６未満」を「１００分の
８８．５未満」に改める。
第２９条の８の２第１項第１号中「６月に支給する場合においては」及び「、１２月に支給す
る場合においては１００分の４０超（特定幹部職員にあっては、１００分の５０超）」を削り、同項第
２号中「６月に支給する場合においては」及び「、１２月に支給する場合においては１００分の
４０（特定幹部職員にあっては、１００分の５０）」を削り、同項第３号中「６月に支給する場合
においては」及び「、１２月に支給する場合においては１００分の４０未満（特定幹部職員にあっ
ては、１００分の５０未満）」を削る。
別記第３号様式及び別記第４号様式を次のように改める。

別記第３号様式（第１５条関係）
時間外勤務等命令簿（週外振替整理簿）
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実施年月 年 月 所属
表・級・号俸
（異動・月日）

職 級 号俸
職 級 号俸

氏名

日
（曜日）

所属長 直接監
督責任
者印

勤務の内容 命令時間

時間外勤務 週外振替
累

計

時間外勤務代休
時間の勤務

休日
勤務

夜間
勤務

１００ １２５ １３５ １５０ １６０ １７５ ２５

５０

命令印 確認印
６０ｈ
前

＋５０
（１００）

＋２５
（１２５）

＋１５
（１３５）

＋５０
（１２５）

＋２５
（１５０）

＋１５
（１６０）

＋２５
（２５）

＋５０ ＋２５ ＋１５ １３５ ２５

１
（ ）

時 分から
時 分まで

２
（ ）

時 分から
時 分まで

３
（ ）

時 分から
時 分まで

４
（ ）

時 分から
時 分まで

５
（ ）

時 分から
時 分まで

６
（ ）

時 分から
時 分まで

７
（ ）

時 分から
時 分まで

８
（ ）

時 分から
時 分まで

９
（ ）

時 分から
時 分まで

１０
（ ）

時 分から
時 分まで

１１
（ ）

時 分から
時 分まで

１２
（ ）

時 分から
時 分まで

１３
（ ）

時 分から
時 分まで

１４
（ ）

時 分から
時 分まで

１５
（ ）

時 分から
時 分まで

１６
（ ）

時 分から
時 分まで
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１７
（ ）

時 分から
時 分まで

１８
（ ）

時 分から
時 分まで

１９
（ ）

時 分から
時 分まで

２０
（ ）

時 分から
時 分まで

２１
（ ）

時 分から
時 分まで

２２
（ ）

時 分から
時 分まで

２３
（ ）

時 分から
時 分まで

２４
（ ）

時 分から
時 分まで

２５
（ ）

時 分から
時 分まで

２６
（ ）

時 分から
時 分まで

２７
（ ）

時 分から
時 分まで

２８
（ ）

時 分から
時 分まで

２９
（ ）

時 分から
時 分まで

３０
（ ）

時 分から
時 分まで

３１
（ ）

時 分から
時 分まで

計

月６０時間を超える時間外勤務
等の時間数

時間外勤務代休時間として指
定可能な時間数

＋５０ ＋２５ ＋１５ ＋５０ ＋２５ ＋１５

→

備考
１ 所属の長は、職員に時間外勤務、時間外勤務代休時間の勤務、休日勤務（第１７条に定める日の勤務を含む。以下同じ。）及び夜間勤務（以下「時間外勤務等」という。）を命ずるときは、勤務の内容及び勤務を命じた時間を、それぞれ命令簿
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の該当欄に記入の上、「命令印」欄に押印するものとする。
２ 時間外勤務等の欄には、時間外勤務等を命ぜられた職員の直接の監督の責にある者が、その職員の実際に勤務した時間数を時間外勤務及び時間外勤務代休時間の勤務（その勤務に対応した支給割合の欄）、休日勤務並びに夜間勤務の欄にそれ
ぞれ記入し、その記入事項について所属の長の確認を受けるものとする。
３ 「週外振替」欄には、週休日の振替等により割振り変更前の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた時間（時間外勤務手当を支給することとなる時間に限る。）について、毎土曜日ごとに整理するものとする。なお、この場合には、所属
の長の命令印・確認印は不要とし、職員の直接の監督の責にある者が確認印を押印するものとする。
４ 「累計」欄には、月６０時間の積算の対象となる時間外勤務の時間及び週休日の振替等による勤務時間の増加分の時間の累計を記入するものとする。

別記第４号様式（第１５条関係）

（ 年 月分）
時間外勤務手当等整理簿

所属の長の
確認の印

直接監督者
（責任者）の印

����������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������

級
号俸

氏名

基準の額 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当

支給額	１時間当た
りの給与額


百分率 	×
 時間 計算額
引上分
代休分

時間 分 時間 分
時間 計算額 時間 計算額

６０時間超 代休可能

円 ２５ 円 円 ＋５０ 円 円 円

５０ ＋２５

１００ ＋１５

級 １２５ 計

１３５ 代休指定

号俸 １５０ ＋５０

１６０ ＋２５

（ 円） １７５ ＋１５

計

小計 加減額

計

円 ２５ 円 円 ＋５０ 円 円 円

５０ ＋２５

１００ ＋１５

級 １２５ 計

１３５ 代休指定

号俸 １５０ ＋５０

１６０ ＋２５

（ 円） １７５ ＋１５

計

小計 加減額

計

備考
１ 級号俸欄の記入に当たり、再任用職員については、その者の受ける給料月額を括弧内に記入すること。
２ 時間欄には、時間外勤務等命令簿における実際に勤務したそれぞれの時間数（１時間未満の端数があるときは、第１８条により計算した時間数）を記入すること。また、週休日の振替等により割
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振り変更前の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた時間について時間外勤務手当を支給することとなる場合は、当該時間数を記入すること。
３ 時間外勤務手当等の計算額欄には、それぞれの率に応じた時間数に対する手当の額を記入し、その小計を記入すること。
４ 支給額欄には、時間外勤務手当等の小計（計）欄の額の合計額を記入すること。
５ 小計の加減額欄には、時間外勤務代休時間に勤務した場合に支給することとなり、及び時間外勤務代休時間が指定された場合に支給しないこととなる手当額を記入すること。
６ 給与期間内に１時間当たりの給与額に異動があったときは、同一人について複数欄を使用し、それぞれ当該給与額の異なる部分について計算したものを記入すること。ただし、支給額は、当該
給与期間内の分の合計を記入すること。

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１２１０

給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則
給料表の適用範囲に関する規則（北海道人事委員会規則７－４０４）の一部を次のように改
正する。
第５条中「環境科学研究センター、衛生研究所、地質研究所、工業試験場、食品加工研究
センター、農業試験場、畜産試験場、水産試験場、林産試験場、林業試験場、北方建築総合
研究所」を「衛生研究所」に改める。
第６条中「、保健福祉事務所」を削り、「診療所」の次に「、保健所」を加える。
第７条第２号中「保健福祉事務所、食肉衛生検査所又は家畜保健衛生所」を「保健所、家
畜保健衛生所又は食肉衛生検査所」に改める。

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１２１１

初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則
初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（北海道人事委員会規則７－４０５）の一部を次
のように改正する。
別表第１アの表２級の項中「高度」を「特に高度」に改め、同表３級の項標準的な職務の
欄第２項中「支庁」を「総合振興局又は振興局」に改め、同欄第９項中「課長又は困難な業
務を処理する」を削り、同表４級の項標準的な職務の欄第２項中「支庁」を「総合振興局又
は振興局」に改め、同欄第９項中「困難な業務を処理する課長又は特に」を「課長又は」に

改め、同表５級の項標準的な職務の欄第２項中「支庁」を「総合振興局又は振興局」に改め、
同欄第９項中「特に」を「相当」に、「極めて」を「特に」に改め、同表６級の項標準的な
職務の欄第２項中「支庁」を「総合振興局又は振興局」に改め、同欄第９項中「極めて」を
削り、同表７級の項標準的な職務の欄第２項中「支庁」を「総合振興局又は振興局」に改め、
同欄中第５項を削り、第６項から第９項までを１項ずつ繰り上げ、同欄第１０項中「極めて」
を「特に」に改め、同項を同欄第９項とし、同表８級の項標準的な職務の欄第２項中「支庁
の副支庁長」を「総合振興局又は振興局の副局長」に改め、同欄第３項中「教育庁の」の次
に「局長又は」を加え、同欄中第５項を削り、第６項から第９項までを１項ずつ繰り上げ、
同欄第１０項中「長」の次に「又は極めて困難な業務を処理する課長」を加え、同項を同欄第
９項とし、同表９級の項標準的な職務の欄第２項中「支庁の長」を「総合振興局又は振興局
の局長」に、「副支庁長」を「副局長」に改め、同欄第３項中「教育次長」の次に「又は困
難な業務を処理する局長」を加える。
別表第１イの表５級の項標準的な職務の欄第２項中「課長」の次に「又は統括官」を加え、
同表６級の項標準的な職務の欄第３項中「課長」の次に「若しくは統括官」を加え、同表７
級の項標準的な職務の欄第１項中「又は困難」を「、困難」に改め、「調査官」の次に「又
は特に困難な業務を処理する統括官」を加え、同欄第２項中「又は調査官」を「若しくは調
査官又は特に困難な業務を処理する統括官」に改め、同欄第３項中「又は困難」を「、困
難」に改め、「次長」の次に「又は特に困難な業務を処理する課長若しくは統括官」を加え
る。
別表第１ウの表２級の項標準的な職務の欄中第１項を削り、第２項の項番号を削り、同表
３級の項標準的な職務の欄第１項中「相当困難な業務を処理する１等航海士等」を「１等航
海士、１等機関士又は通信長（以下「１等航海士等」という。）」に改め、同表４級の項標
準的な職務の欄第１項中「相当困難な業務を処理する」を削る。
別表第１カの表５級の項標準的な職務の欄第１項中「試験場又は」を削る。
別表第１キの表３級の項標準的な職務の欄第１項中「若しくは」を「又は」に改め、「又
は保健福祉事務所の部長」を削り、同欄中第３項を第４項とし、同欄第２項中「高度の知識
経験に基づき」を削り、同項を同欄第３項とし、同欄第１項の次に次の１項を加える。
２ 総合振興局又は振興局の室長の職務
別表第１キの表４級の項標準的な職務の欄第１項を次のように改める。
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１ 病院又は診療所の困難な業務を処理する長の職務
別表第１キの表４級の項標準的な職務の欄中第２項を第３項とし、同欄第１項の次に次の
１項を加える。
２ 総合振興局又は振興局の困難な業務を処理する室長の職務
別表第１クの表１級の項標準的な職務の欄第１項中「又は診療エックス線技師」を削り、
同表２級の項標準的な職務の欄第３項中「相当」及び「又は診療エックス線技師」を削り、
同欄第４項から第７項までの規定中「相当」を削り、同表３級の項標準的な職務の欄第１項
中「又は保健福祉事務所の係長」を「の科長」に改め、同表４級の項標準的な職務の欄第１
項中「相当」を削り、「係長」を「科長」に改め、同欄第２項中「保健福祉事務所」を「総
合振興局又は振興局」に改め、同欄中第３項を第４項とし、同欄第２項の次に次の１項を加
える。
３ 家畜保健衛生所の課長の職務
別表第１クの表５級の項標準的な職務の欄第１項中「又は」の次に「特に」を加え、「係
長」を「科長」に改め、同欄第２項中「保健福祉事務所」を「総合振興局又は振興局」に改
め、同欄第３項中「次長」を「相当困難な業務を処理する課長」に改め、同表６級の項標準
的な職務の欄第２項中「保健福祉事務所」を「総合振興局又は振興局」に改め、「課長」の
次に「又は極めて困難な業務を処理する係長」を加え、同欄第３項中「長又は」を「次長又
は特に」に、「次長」を「課長」に改め、同表７級の項中「高度の知識経験に基づき」を
「長又は」に、「長」を「次長」に改める。
別表第１ケの表２級の項標準的な職務の欄第３項中「高度の知識又は経験を必要とする」
を「困難な」に改め、同表３級の項標準的な職務の欄第１項中「病院の」を「相当困難な業
務を処理する」に改め、同欄第２項中「病院の相当」を削り、同欄第３項及び第４項中「高
度の知識又は経験を必要とする」を「困難な」に改め、同表４級の項標準的な職務の欄第１
項中「病院の」の次に「副総看護師長又は」を加え、同欄第２項及び第３項中「病院の」を
削り、同表５級の項標準的な職務の欄第１項中「副院長」の次に「、相当困難な業務を処理
する副総看護師長又は困難な業務を処理する看護師長」を加え、同欄中第２項を削り、同欄
第３項中「病院の特に」を「極めて」に改め、「主任看護師等」の次に「又は主任准看護
師」を加え、同項を同欄第２項とし、同欄第４項を削り、同表６級の項標準的な職務の欄第
１項中「相当」を削り、「副院長」の次に「又は特に困難な業務を処理する副総看護師長」
を加える。

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

北海道学校職員等の特殊勤務手当の支給に関する規則等の一部を改正する規則をここに公
布する。

平成２２年３月３１日
北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則

北海道人事委員会規則７－１２１２

北海道学校職員等の特殊勤務手当の支給に関する規則等の一部を改正する規則
（北海道学校職員等の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部改正）
第１条 北海道学校職員等の特殊勤務手当の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－
２８）の一部を次のように改正する。
別記様式その６の１備考３の事項中「第１０条第１０項」を「第１０条第７項」に、「第２３条
第１０項」を「第２３条第７項」に改める。
（通勤手当に関する規則の一部改正）
第２条 通勤手当に関する規則（北海道人事委員会規則７－２８４）の一部を次のように改正
する。
第８条第５項中「第１５条第１項」の次に「若しくは第２３条第３項又は一般職の任期付職
員の採用等に関する条例（平成１４年北海道条例第６７号。以下この項において「任期付職員
条例」という。）第１０条第３項」を、「第１５条第２項」の次に「若しくは第２３条第４項又
は任期付職員条例第１０条第４項」を、「第１５条第３項」の次に「若しくは第２３条第５項又
は任期付職員条例第１０条第５項」を加える。
（北海道職員等の育児休業等に関する規則の一部改正）
第３条 北海道職員等の育児休業等に関する規則（北海道人事委員会規則１７－０）の一部を
次のように改正する。
第７条を削る。
（一般職の任期付職員の採用等に関する規則の一部改正）
第４条 一般職の任期付職員の採用等に関する規則（北海道人事委員会規則１９－０）の一部
を次のように改正する。
第１１条を削り、第１２条を第１１条とする。
附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

研究職員が研究成果活用企業の役員等を兼ねる場合における営利企業の従事制限に関する
規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則１２－１２

研究職員が研究成果活用企業の役員等を兼ねる場合における営利企業の従事制限に関
する規則の一部を改正する規則
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研究職員が研究成果活用企業の役員等を兼ねる場合における営利企業の従事制限に関する
規則（北海道人事委員会規則１２－８）の一部を次のように改正する。
第２条第１項中「試験研究機関等」を「研究機関等」に改め、同条第２項中「大学教員
等」を「研究職員」に改める。
第３条第１項第５号中「試験研究機関等」を「研究機関等」に改める。
別表中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第１０号までを削り、第１１号を第２
号とし、同表第１２号中「前各号」を「前２号」に改め、同号を同表第３号とする。

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則１３－７１

北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則１３－４２）の一部を次
のように改正する。
第３条第２項中「第６条第１項において」を「以下」に改める。
第５条の見出し中「超過勤務」を「時間外勤務」に改める。
第５条の１１中「第５条の２」を「第５条の３」に改め、同条を第５条の１２とする。
第５条の１０中「第５条の３、第５条の４」を「第５条の４、第５条の５」に、「第５条の
６、第５条の７」を「第５条の７、第５条の８」に、「第５条の８」を「第５条の９」に、
「第５条の４第１項第１号、第５条の７第１項第１号」を「第５条の５第１項第１号、第５
条の８第１項第１号」に、「第５条の４第１項第２号、第５条の７第１項第２号」を「第５
条の５第１項第２号、第５条の８第１項第２号」に改め、同条を第５条の１１とする。
第５条の９第１項第３号中「第９条の３第２項」を「第９条の４第２項」に改め、同条を
第５条の１０とする。
第５条の８第１項から第３項までの規定中「第９条の３第２項」を「第９条の４第２項」
に改め、同条を第５条の９とする。
第５条の７第１項第３号中「第９条の３第１項」を「第９条の４第１項」に改め、同条を
第５条の８とする。
第５条の６第２項中「第９条の３第１項」を「第９条の４第１項」に改め、同条を第５条
の７とする。
第５条の５中「第９条の３第１項」を「第９条の４第１項」に改め、同条を第５条の６と
する。

第５条の４第１項第３号中「第９条の２第１項」を「第９条の３第１項」に改め、同条を
第５条の５とする。
第５条の３第２項中「第９条の２第１項」を「第９条の３第１項」に改め、同条を第５条
の４とする。
第５条の２第１項中「第９条の２第１項各号列記以外の部分」を「第９条の３第１項各号
列記以外の部分」に改め、同条第２項中「第９条の２第１項第２号」を「第９条の３第１項
第２号」に改め、同条を第５条の３とする。
第５条の次に次の１条を加える。
（時間外勤務代休時間の指定）
第５条の２ 条例第９条の２第１項の人事委員会規則で定める期間は、北海道職員の給与に
関する条例（昭和２７年北海道条例第７５号。以下「道職員給与条例」という。）第１４条第４
項、北海道学校職員の給与に関する条例（昭和２７年北海道条例第７８号。以下「学校職員給
与条例」という。）第１４条第４項（市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の給
与に関する条例（昭和２７年北海道条例第７９号。以下「市町村立学校職員給与条例」とい
う。）第２条第２項において準用する場合を含む。）又は北海道地方警察職員の給与に関
する条例（昭和２９年北海道条例第３４号。以下「警察職員給与条例」という。）第１６条第４
項に規定する６０時間を超えて勤務した全時間に係る月（次項において「６０時間超過月」と
いう。）の末日の翌日から同日を起算日とする２月後の日までの期間とする。
２ 任命権者は、条例第９条の２第１項の規定に基づき時間外勤務代休時間（同項に規定す
る時間外勤務代休時間をいう。以下同じ。）を指定する場合には、前項に規定する期間内
にある勤務日等（休日及び代休日（条例第１１条第１項に規定する代休日をいう。以下同
じ。）を除く。第４項において同じ。）に割り振られた勤務時間のうち、時間外勤務代休
時間の指定に代えようとする時間外勤務手当の支給に係る６０時間超過月における道職員給
与条例第１４条第４項、学校職員給与条例第１４条第４項（市町村立学校職員給与条例第２条
第２項において準用する場合を含む。）又は警察職員給与条例第１６条第４項の規定の適用
を受ける時間（以下この項及び第６項において「６０時間超過時間」という。）の次の各号
に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時間数の時間を指定するものとする。
� 道職員給与条例第１４条第１項第１号、学校職員給与条例第１４条第１項第１号（市町村
立学校職員給与条例第２条第２項において準用する場合を含む。）又は警察職員給与条
例第１６条第１項第１号に掲げる勤務に係る時間（次号に掲げる時間を除く。） 当該時
間に該当する６０時間超過時間の時間数に１００分の２５を乗じて得た時間数

� 北海道職員等の育児休業等に関する条例（平成４年北海道条例第３号。以下この項に
おいて「育児休業条例」という。）第１５条第１項若しくは第２３条第３項若しくは一般職
の任期付職員の採用等に関する条例（平成１４年北海道条例第６７号。以下この項において
「任期付職員条例」という。）第１０条第３項の規定により読み替えられた道職員給与条
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例第１４条第１項ただし書若しくは道職員給与条例第１４条第２項、育児休業条例第１５条第
２項若しくは第２３条第４項若しくは任期付職員条例第１０条第４項の規定により読み替え
られた学校職員給与条例第１４条第１項ただし書若しくは学校職員給与条例第１４条第２項
（これらの規定を市町村立学校職員給与条例第２条第２項において準用する場合を含
む。）又は育児休業条例第１５条第３項若しくは第２３条第５項若しくは任期付職員条例第
１０条第５項の規定により読み替えられた警察職員給与条例第１６条第１項ただし書若しく
は警察職員給与条例第１６条第２項に規定する７時間４５分に達するまでの間の勤務に係る
時間 当該時間に該当する６０時間超過時間の時間数に１００分の５０を乗じて得た時間数

� 道職員給与条例第１４条第１項第２号、学校職員給与条例第１４条第１項第２号（市町村
立学校職員給与条例第２条第２項において準用する場合を含む。）又は警察職員給与条
例第１６条第１項第２号に掲げる勤務に係る時間 当該時間に該当する６０時間超過時間の
時間数に１００分の１５を乗じて得た時間数

� 道職員給与条例第１４条第４項、学校職員給与条例第１４条第４項（市町村立学校職員給
与条例第２条第２項において準用する場合を含む。）又は警察職員給与条例第１６条第４
項に規定する割振り変更前の勤務時間を超える時間 当該時間に該当する６０時間超過時
間の時間数に１００分の２５を乗じて得た時間数

３ 前項の場合において、その指定は、４時間又は７時間４５分（年次有給休暇の時間に連続
して時間外勤務代休時間を指定する場合にあっては、当該年次有給休暇の時間の時間数と
当該時間外勤務代休時間の時間数を合計した時間数が４時間又は７時間４５分となる時間）
を単位として行うものとする。
４ 任命権者は、条例第９条の２第１項の規定に基づき１回の勤務に割り振られた勤務時間
の一部について時間外勤務代休時間を指定する場合には、第１項に規定する期間内にある
勤務日等の始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続する勤務時間について行わな
ければならない。ただし、任命権者が、業務の運営並びに職員の健康及び福祉を考慮して
必要があると認める場合は、この限りでない。
５ 任命権者は、職員があらかじめ時間外勤務代休時間の指定を希望しない旨申し出た場合
には、時間外勤務代休時間を指定しないものとする。
６ 任命権者は、条例第９条の２第１項に規定する措置が６０時間超過時間の勤務をした職員
の健康及び福祉の確保に特に配慮したものであることにかんがみ、前項に規定する場合を
除き、当該職員に対して時間外勤務代休時間を指定するよう努めるものとする。
７ 時間外勤務代休時間の指定に関し必要な事項は、人事委員会が定める。
第６条第１項中「（同項に規定する代休日をいう。以下同じ。）」を削り、「（休日」を
「（条例第９条の２第１項の規定により時間外勤務代休時間が指定された勤務日等及び休
日」に改める。
第２２条中「及び」を「、第５条の２第１項及び第３項並びに」に改め、「休息時間」の次

に「、時間外勤務代休時間の指定」を加える。
附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則１３－７２

北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則（北海道人事委員
会規則１３－４３）の一部を次のように改正する。
第３条第２項中「第６条第１項において」を「以下」に改める。
第５条の見出し中「超過勤務」を「時間外勤務」に改める。
第５条の１１中「第５条の２」を「第５条の３」に改め、同条を第５条の１２とする。
第５条の１０中「第５条の３、第５条の４」を「第５条の４、第５条の５」に、「第５条の
６、第５条の７」を「第５条の７、第５条の８」に、「第５条の８」を「第５条の９」に、
「第５条の４第１項第１号、第５条の７第１項第１号」を「第５条の５第１項第１号、第５
条の８第１項第１号」に、「第５条の４第１項第２号、第５条の７第１項第２号」を「第５
条の５第１項第２号、第５条の８第１項第２号」に改め、同条を第５条の１１とする。
第５条の９第１項第３号中「第９条の３第２項」を「第９条の４第２項」に改め、同条を
第５条の１０とする。
第５条の８第１項から第３項までの規定中「第９条の３第２項」を「第９条の４第２項」
に改め、同条を第５条の９とする。
第５条の７第１項第３号中「第９条の３第１項」を「第９条の４第１項」に改め、同条を
第５条の８とする。
第５条の６第２項中「第９条の３第１項」を「第９条の４第１項」に改め、同条を第５条
の７とする。
第５条の５中「第９条の３第１項」を「第９条の４第１項」に改め、同条を第５条の６と
する。
第５条の４第１項第３号中「第９条の２第１項」を「第９条の３第１項」に改め、同条を
第５条の５とする。
第５条の３第２項中「第９条の２第１項」を「第９条の３第１項」に改め、同条を第５条
の４とする。
第５条の２第１項中「第９条の２第１項各号列記以外の部分」を「第９条の３第１項各号
列記以外の部分」に改め、同条第２項中「第９条の２第１項第２号」を「第９条の３第１項
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第２号」に改め、同条を第５条の３とする。
第５条の次に次の１条を加える。
（時間外勤務代休時間の指定）
第５条の２ 条例第９条の２第１項の人事委員会規則で定める期間は、北海道学校職員の給
与に関する条例（昭和２７年北海道条例第７８号。以下「学校職員給与条例」という。）第１４
条第４項（市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の給与に関する条例（昭和２７
年北海道条例第７９号。以下「市町村立学校職員給与条例」という。）第２条第２項におい
て準用する場合を含む。）又は北海道職員の給与に関する条例（昭和２７年北海道条例第７５
号。以下「道職員給与条例」という。）第１４条第４項に規定する６０時間を超えて勤務した
全時間に係る月（次項において「６０時間超過月」という。）の末日の翌日から同日を起算
日とする２月後の日までの期間とする。
２ 教育委員会は、条例第９条の２第１項の規定に基づき時間外勤務代休時間（同項に規定
する時間外勤務代休時間をいう。以下同じ。）を指定する場合には、前項に規定する期間
内にある勤務日等（休日及び代休日（条例第１１条第１項に規定する代休日をいう。以下同
じ。）を除く。第４項において同じ。）に割り振られた勤務時間のうち、時間外勤務代休
時間の指定に代えようとする時間外勤務手当の支給に係る６０時間超過月における学校職員
給与条例第１４条第４項（市町村立学校職員給与条例第２条第２項において準用する場合を
含む。）又は道職員給与条例第１４条第４項の規定の適用を受ける時間（以下この項及び第
６項において「６０時間超過時間」という。）の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に
定める時間数の時間を指定するものとする。
� 学校職員給与条例第１４条第１項第１号（市町村立学校職員給与条例第２条第２項にお
いて準用する場合を含む。）又は道職員給与条例第１４条第１項第１号に掲げる勤務に係
る時間（次号に掲げる時間を除く。） 当該時間に該当する６０時間超過時間の時間数に
１００分の２５を乗じて得た時間数
� 北海道職員等の育児休業等に関する条例（平成４年北海道条例第３号。以下この項に
おいて「育児休業条例」という。）第１５条第２項若しくは第２３条第４項若しくは一般職
の任期付職員の採用等に関する条例（平成１４年北海道条例第６７号。以下この項において
「任期付職員条例」という。）第１０条第４項の規定により読み替えられた学校職員給与
条例第１４条第１項ただし書若しくは学校職員給与条例第１４条第２項（これらの規定を市
町村立学校職員給与条例第２条第２項において準用する場合を含む。）又は育児休業条
例第１５条第１項若しくは第２３条第３項若しくは任期付職員条例第１０条第３項の規定によ
り読み替えられた道職員給与条例第１４条第１項ただし書若しくは道職員給与条例第１４条
第２項に規定する７時間４５分に達するまでの間の勤務に係る時間 当該時間に該当する
６０時間超過時間の時間数に１００分の５０を乗じて得た時間数
� 学校職員給与条例第１４条第１項第２号（市町村立学校職員給与条例第２条第２項にお

いて準用する場合を含む。）又は道職員給与条例第１４条第１項第２号に掲げる勤務に係
る時間 当該時間に該当する６０時間超過時間の時間数に１００分の１５を乗じて得た時間数

� 学校職員給与条例第１４条第４項（市町村立学校職員給与条例第２条第２項において準
用する場合を含む。）又は道職員給与条例第１４条第４項に規定する割振り変更前の勤務
時間を超える時間 当該時間に該当する６０時間超過時間の時間数に１００分の２５を乗じて
得た時間数

３ 前項の場合において、その指定は、４時間又は７時間４５分（年次有給休暇の時間に連続
して時間外勤務代休時間を指定する場合にあっては、当該年次有給休暇の時間の時間数と
当該時間外勤務代休時間の時間数を合計した時間数が４時間又は７時間４５分となる時間）
を単位として行うものとする。
４ 教育委員会は、条例第９条の２第１項の規定に基づき１回の勤務に割り振られた勤務時
間の一部について時間外勤務代休時間を指定する場合には、第１項に規定する期間内にあ
る勤務日等の始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続する勤務時間について行わ
なければならない。ただし、教育委員会が、業務の運営並びに職員の健康及び福祉を考慮
して必要があると認める場合は、この限りでない。
５ 教育委員会は、職員があらかじめ時間外勤務代休時間の指定を希望しない旨申し出た場
合には、時間外勤務代休時間を指定しないものとする。
６ 教育委員会は、条例第９条の２第１項に規定する措置が６０時間超過時間の勤務をした職
員の健康及び福祉の確保に特に配慮したものであることにかんがみ、前項に規定する場合
を除き、当該職員に対して時間外勤務代休時間を指定するよう努めるものとする。
７ 時間外勤務代休時間の指定に関し必要な事項は、人事委員会が定める。
第６条第１項中「（同項に規定する代休日をいう。以下同じ。）」を削り、「（休日」を
「（条例第９条の２第１項の規定により時間外勤務代休時間が指定された勤務日等及び休
日」に改める。
第２２条中「及び」を「、第５条の２第１項及び第３項並びに」に改め、「休息時間」の次
に「、時間外勤務代休時間の指定」を加える。

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布
する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則１６－１６

公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則の一部を改正する規則
公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則（北海道人事委員会規則１６－１）の

１２北 海 道 公 報 号外第��号平成２２年３月３１日（水曜日）



一部を次のように改正する。
別表第１を次のように改める。
別表第１（第２条関係）
１ 財団法人アイヌ文化振興・研究推進機構（平成９年６月２７日に財団法人アイヌ文化振興
・研究推進機構という名称で設立された法人をいう。）
２ 財団法人新千歳空港周辺環境整備財団（平成６年６月１日に財団法人新千歳空港周辺環
境整備財団という名称で設立された法人をいう。）
３ 財団法人ダム技術センター（昭和５７年９月２４日に財団法人ダム技術センターという名称
で設立された法人をいう。）
４ 財団法人北海道科学技術総合振興センター（昭和６３年６月２日に財団法人北海道地域技
術振興センターという名称で設立された法人をいう。）
５ 財団法人北海道建設技術センター（平成５年５月１２日に財団法人北海道建設技術セン
ターという名称で設立された法人をいう。）
６ 財団法人北海道公立学校教職員互助会（昭和５１年１０月２５日に財団法人北海道公立学校教
職員互助会という名称で設立された法人をいう。）
７ 社会福祉法人北海道社会事業協会
８ 社団法人釧路市医師会（昭和２３年２月９日に社団法人釧路市医師会という名称で設立さ
れた法人をいう。）
９ 社団法人北海道観光振興機構（昭和３７年９月２７日に社団法人北海道観光連盟という名称
で設立された法人をいう。）

１０ 社団法人北海道軽種馬振興公社（昭和５１年７月５日に社団法人北海道軽種馬振興公社と
いう名称で設立された法人をいう。）

１１ 社団法人北方圏センター（昭和４７年１月２８日に社団法人北方圏センターという名称で設
立された法人をいう。）

１２ 地方公共団体金融機構
１３ 地方独立行政法人北海道立総合研究機構
１４ 北海道厚生農業協同組合連合会
１５ 北海道公立大学法人札幌医科大学
１６ 北海道土地開発公社

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

道 人 事 委 員 会 訓 令

北海道人事委員会訓令第２号

庁 中 一 般
北海道人事委員会事務局文書管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会事務局文書管理規程の一部を改正する訓令

北海道人事委員会事務局文書管理規程（平成１０年北海道人事委員会訓令第１号）の一部を
次のように改正する。
第１１条第１項中「者」の次に「（法令の規定に基づき委任を受けた者を含む。第１４条にお
いて同じ。）」を加える。
第１４条を次のように改める。
（公印の押印）
第１４条 施行文書については、次に掲げるものを除き、公印を押さないものとする。
� 法令の規定により公印を押さなければならないもの
� 権限を有する者がその権限を行使するために施行するもの
� 不服申立てに関するもの
� その他公印を押すべき特別な事情があるもの
附 則

この訓令は、平成２２年３月３１日から施行する。

北海道人事委員会訓令第３号

庁 中 一 般
北海道人事委員会事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会事務決裁規程の一部を改正する訓令

北海道人事委員会事務決裁規程（平成２０年北海道人事委員会訓令第１号）の一部を次のよ
うに改正する。
別表第３課長の共通専決事項第７項中「振替等」の次に「、時間外勤務代休時間の指定」
を加える。

附 則

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。

道 人 事 委 員 会 告 示

北海道人事委員会告示第６号
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昭和４８年北海道人事委員会告示第６号（北海道職員の給料表の適用範囲に関する規則に基
づく給料表の適用範囲指定）の一部を次のように改正し、平成２２年４月１日から施行する。
平成２２年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
第１項中第４号を削り、第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、
同項に第１号として次の１号を加える。
� 本庁の総合政策部科学ＩＴ振興局総合研究機構運営支援室に勤務し試験研究業務又は
調査研究業務に従事する職員
第１項中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号から第１０号までを１号ずつ繰り上げ
る。
第３項第１号中「行政改革局」を「大学法人運営支援室」に改め、同項第２号及び第３号
を次のように改める。
� 本庁の環境生活部に勤務する薬剤師又は獣医師である職員
� 本庁の保健福祉部に勤務する薬剤師、獣医師、栄養士、歯科衛生士又は臨床検査技師
である職員
第３項第４号中「本庁農政部」を「本庁の農政部食の安全推進局」に改め、同項第５号中
「支庁地域振興部」を「総合振興局又は振興局の保健環境部」に改め、同項中第６号を削り、
第７号を第６号とし、第８号から第１０号までを１号ずつ繰り上げる。
第４項第１号中「及び支庁」を「、総合振興局又は振興局」に改める。

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額３，１９０円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社

発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社
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